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軍用地料の「分収金制度」
――沖縄県における軍用地料配分に関する一側面――































































平成 21 年 3 月刊行，沖縄県知事公室基地対策課編の『沖縄県の米軍及び自衛隊基地 (統計
資料集)』によると，沖縄県の米軍基地は総面積 232,933千㎡であり県面積の 10.2% を占める。
施設数は 34 で，兵舎 4 (キャンプ・コートニー，マクトリアス，シールズ，瑞慶覧)，飛行場
2 (嘉手納，普天間飛行場)，港湾 3 (天願桟橋，ホワイト・ビーチ地区，那覇港湾施設)，演
習場 15 (北部訓練場，他)，倉庫 4 (辺野古弾薬庫，他)，医療 1 (キャンプ桑江)，通信 4 (八
重岳，他) その他 1 である。
日本全国の米軍施設は 134施設で 1,027,048千㎡，本土には 100施設 794,115千㎡で，77.3%
である。沖縄県には 22.7% の基地が存在する。自衛隊基地をみると，沖縄には 35施設，6,966
千㎡で県面積に占める割合は 0.3% である。全国の自衛隊施設は 2,624施設，1,084,694千㎡で
米軍施設を上回る面積である。沖縄県には 0.6% が存在する。
北部，中部，南部，宮古，八重山地区(ⅰ)別にみる。北部地区に米軍基地は 163,439 千㎡で
19.8% を占めている。自衛隊基地は 920千㎡で 0.1% である。中部地区では 66,579 千㎡と少な
くなるが 23.7% を占めている。自衛隊基地は 1,397千㎡で 0.5% である。南部地区では 2,000
千㎡と減少し 0.6% である。自衛隊基地は 4,520千㎡で 1.3% である。宮古地区に米軍基地はな
く，自衛隊基地の 137千㎡，0.1% がある。八重山地区には自衛隊基地がなく，米軍基地 915
千㎡，0.2% が存在する。
所有形態別 (国有地，県有地，市町村有地，民有地) の面積をみると，本土の米軍基地は国
有地が 87.2% であり，自衛隊基地でも 89.4% が国有地である。沖縄県の米軍基地における国
有地は 34.4% に過ぎず，自衛隊基地の国有地は 14.8% である。県有地の占める割合は米軍基
地で 3.5%，自衛隊基地では 0.0% である。市町村有地となると米軍基地で 29.2%，自衛隊基地
では 17.1% である。民有地の割合が高く，米軍基地で 32.8%，自衛隊基地で 68.1% に達する。
沖縄返還の 1972 年 5 月 15 日現在では米軍基地は 87施設，286,608千㎡であった。沖縄復帰
後全面返還されたのは 53施設 31,192千㎡であり，一部返還された施設は 26施設，24,714千
㎡である。1988 年には 51施設に減少し，施設面積は 90.5% に縮小された。2008 年には 34施
設となり，81.3% に縮小している。20 年かかつて 10%未満の縮小である。施設数の減少は進
んだが，施設面積はさほど縮小していない。34施設を個別にみる (表 1)。
1．北部訓練場 (国頭村・東村)
施設面積 78,242千㎡と最も広大な海兵隊の演習場で，国有地 91.8%，県有地 7.4%，市町村
有地 0.3%，民有地 0.6% であり，東村では国有地が 100.0% である。地主数 70 人，年間賃借料
450百万円である。施設返還は 7次にわたっており，9,958千㎡返還され，11.3% の返還率で
ある。
















































































































































































































































































































































































547 千㎡の空軍の施設，国有地 11.0%，市町村有地 12.1%，民有地 77.0% である。地主数
299人と多く，年間賃借料 193百万円である。2.3% の返還率である。
3．伊江島補助飛行場 (伊江村)
施設面積 8,016 千㎡の海兵隊の演習場で，国有地 18.2%，県有地 0.8%，市町村有地 4.6%，
民有地 76.5% である。地主数 1,334 人，年間賃借料 1,419 百万円である。一部返還で 0.6% の
返還率である。
4．八重岳通信所 (本部町・名護市)
施設面積 37千㎡の空軍の施設で，市町村有地 100.0%，地主数 2人，年間賃借料 4百万円で
ある。200千㎡返還され，84.4% の返還率である。
5．慶佐次通信所 (東村)
施設面積 10千㎡と小さい陸軍の施設で，民有地 100.0% である。地主数 1人，576千㎡返還
され，98.3% の返還率である。
6．キャンプ・シュワブ (名護市・宜野座村)
施設面積 20,627千㎡の海兵隊の演習場で，名護市では国有地 0.8%，県有地 9.5%，市町村有
地 63.9%，民有地 25.8% であり，宜野座村では国有地が 54.3%，県有地 10.1%，市町村有地
35.7% である。地主数 533 人，年間賃借料 2,491百万円である。427千㎡返還され，2.0% の返
還率である。
7．辺野古弾薬庫 (名護市)
施設面積 1,214千㎡の海兵隊の倉庫で，国有地 0.2%，県有地 0.0%，市町村有地 85.6%，民
有地 14.1% であり，地主数 49人，年間賃借料 174百万円である。5千㎡返還され，0.4% の返
還率である。
8．キャンプ・ハンセン (名護市・宜野座村・恩納村・金武町)
4 自治体にまたがる施設面積 51,207千㎡の広大な海兵隊の演習場で，国有地 3.9%，県有地
0.4%，市町村有地 78.4%，民有地 17.3% である。市町村有地が多く名護市では 92.2%，宜野座
村で 90.9%，恩納村で 79.6%，金武町で 67.5% である。地主数 2,165 人，年間賃借料 7,147百
万円である。施設返還は 1,564千㎡で，3.0% の返還率である。
9．ギンバル訓練場 (金武町)
施設面積 601千㎡の海兵隊の演習場で，国有地 6.0%，民有地 94.0% であり，地主数 136 人，
年間賃借料 90百万円である。0.2% の返還率である。
10．金武レッド・ビーチ訓練場 (金武町)
施設面積 17千㎡の海兵隊の演習場で，国有地 17.6%，民有地 82.4% である。地主数 24 人，
年間賃借料 12百万円である。施設返還はなし。
佛教大学社会学部論集 第 55 号 (2012 年 9 月)
― 59 ―
11．金武ブルー・ビーチ訓練場 (金武町)
施設面積 381千㎡の海兵隊の演習場で，国有地 13.9%，県有地 0.3%，市町村有地 0.3%，民
有地 85.6% である。地主数 210 人，年間賃借料 60百万円である。施設返還は 8千㎡，2.1% の
返還率である。
12．嘉手納弾薬庫地区 (恩納村・うるま市・沖縄市・嘉手納町・読谷村)
施設面積 26,579 千㎡の空軍と海兵隊の倉庫で，国有地 3.8%，県有地 0.1%，市町村有地
45.8%，民有地 50.3% である。地主数 3,666 人，年間賃借料 10,326百万円である。施設返還は
4,688千㎡，15.0% の返還率である。
13．天願桟橋 (うるま市)
施設面積 31千㎡の海兵隊の港湾で，国有地 48.4%，民有地 51.6% である。地主数 9人，年
間賃借料 13百万円である。返還は未着手である。
14．キャンプ・コートニー (うるま市)
施設面積 1,339 千㎡の海兵隊の兵舎で，市町村有地 0.1%，民有地 95.3% であり，地主数 698
人，年間賃借料 1,257百万円である。372千㎡返還され，21.7% の返還率である。
15．キャンプ・マクトリアス (うるま市)
施設面積 379 千㎡の海兵隊の兵舎で，市町村有地 0.3%，民有地 91.8% であり，地主数 256
人，年間賃借料 358百万円である。施設返還は 6千㎡，1.6% の返還率である。
16．キャンプ・シールズ (沖縄市)
施設面積 701千㎡と海軍と空軍の兵舎で，市町村有地 0.1%，民有地 96.0% であり，地主数
316 人，年間賃借料 681百万円である。施設返還は 111千㎡返還され，13.7% の返還率である。
17．トリイ通信施設 (読谷村)
施設面積 1,934千㎡の陸軍の通信施設で，市町村有地 0.3%，民有地 91.4% であり，地主数
1,049人，年間賃借料 1,379 百万円である。施設返還は 1,399 千㎡，42.0% と多く返還されてい
る。
18．嘉手納飛行場 (沖縄市・嘉手納町・北谷町・那覇市)
施設面積 19,855 千㎡と広大な空軍の飛行場で，国有地 7.6%，県有地 0.2%，市町村有地
1.7%，民有地 90.5% である。地主数は 9,274 人と多く，年間賃借料 25,476百万円である。717
千㎡返還され，3.5% の返還率である。
19．キャンプ桑江 (北谷町)
施設面積 675千㎡の海兵隊の医療施設で，市町村有地 0.7%，民有地 97.0% であり，地主数
596 人，年間賃借料 994百万円である。施設返還は進んでおり，450千㎡返還，40.0% の返還
率である。
20．キャンプ瑞慶覧 (うるま市・沖縄市・北中城村・北谷町・宜野湾市)
施設面積 6,425千㎡の海兵隊の兵舎で，国有地 7.3%，県有地 0.5%，市町村有地 0.7%，民有
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地 92.6% であり，地主数 4,568 人，年間賃借料 8,698百万円である。施設返還は 1,285千㎡，
16.7% の返還率である。
21．泡瀬通信施設 (沖縄市)
施設面積 552 千㎡の海軍の通信施設で，市町村有地 0.2%，民有地 95.5% であり，地主数
526 人，年間賃借料 630百万円である。施設返還は進んでおり 1,862千㎡返還され，77.2% の
返還率である。
22．ホワイト・ビーチ地区 (うるま市)
施設面積 1,568千㎡の海軍と陸軍の港湾施設で，市町村有地 0.1%，民有地 86.3% であり，
地主数 970 人，年間賃借料 973百万円である。施設返還は 366千㎡，18.9%の返還率である。
23．普天間飛行場 (宜野湾市)
施設面積 4,805千㎡の海兵隊の飛行場で，市町村有地 1.4%，民有地 91.1% であり，地主数
3,063 人と多く，年間賃借料 6,581百万円である。施設返還は 172千㎡，3.5% の返還率である。
24．牧港補給地区 (浦添市)
施設面積 2,737 千㎡の海兵隊の倉庫で，市町村有地 0.0%，民有地 89.2% である。地主数
2,250 人，年間賃借料 4,586百万円である。施設返還は 50千㎡，1.8% の返還率である。
25．那覇港湾施設 (那覇市)
施設面積 559 千㎡の陸軍の港湾で，国有地 37.6%，県有地 6.3%，市町村有地 2.7%，民有地
53.3% であり，地主数 1,030 人，年間賃借料 1,993百万円である。施設返還は 251千㎡，31.0%
の返還率である。
26．陸軍貯油施設 (うるま市・沖縄市・嘉手納町・北谷町・宜野湾市)
施設面積 1,277千㎡の陸軍の倉庫で，国有地 7.0%，県有地 0.9%，市町村有地 15.4%，民有
地 76.7% であり，地主数 828 人，年間賃借料 1,238百万円である。223千㎡返還され，14.9%
の返還率である。
27．鳥島射爆撃場 (久米島町)
施設面積 41千㎡の空軍の演習場で，市町村有地 100.0% であり，地主数 1人，年間賃借料 2
百万円である。施設返還は 1千㎡，2.4% の返還率である。
28．出砂島射爆撃場 (渡名喜村)
施設面積 245千㎡の空軍の演習場で，市町村有地 100.0% であり，地主数 1 人，年間賃借料
14百万円である。施設返還は未着手である。
29．久米島射爆撃場 (久米島町)
施設面積 2千㎡の空軍の演習場で，市町村有地 100.0% であり，地主数 1 人，年間賃借料 0
百万円である。施設返還未着手である。
30．浮原島訓練場 (うるま市)
施設面積 254千㎡のその他の演習場で，民有地 100.0% であり，地主数，年間賃借料未記載




施設面積 16千㎡の海兵隊の演習場で，国有地 100.0% である。施設返還未着手である。
32．黄尾嶼射爆撃場 (石垣市)
施設面積 874千㎡の海軍の演習場で，民有地 100.0% であり，地主数 1 人，年間賃借料未公
表である。施設返還は未着手である。
33．赤尾嶼射爆撃場 (石垣市)
施設面積 41千㎡の海軍の演習場で，国有地 100.0% である。地主数 70 人，年間賃借料 450
百万円である。施設返還は未着手である。
34．沖大東島射爆撃場 (北大東村)






45.8%，キャンプ・シュワブの 63.6% である。北部訓練場は国有地が 91.8%，県有 7.4% で市
町村有，民有はきわめて少ない。
沖縄の米軍基地に民有地が多いのは地主数に現れる。最も多いのは嘉手納飛行場で，90.5%
が民有地で地主数は 9,274 人である。キャンプ瑞慶覧の 4,568 人，嘉手納弾薬庫地区の 3,666
人，普天間飛行場の 3,065 人，牧港補給地区の 2,250 人，キャンプ・ハンセンの 2,165 人と続
く。面積が大きく地主数が少ないのは北部訓練場の地主数 70 人，キャンプ・シュワブの 533
人である。
施設返還率は米軍基地の重要性と関連している。施設面積 10位以内で施設返還が進んでい
るのは，トリイ通信施設で返還率 42.0% である。10位以内で 10% 以上の返還率を示すのは，
キャンプ瑞慶覧の 16.7%，嘉手納弾薬庫地区の 15.0%，北部訓練場の 11.3% である。返還の進
んでいるのは慶佐次通信所の 98.3%，八重岳通信所の 84.4%，泡瀬通信施設の 77.2%，キャン























沖縄の軍用地は陸地総面積の約 13% にあたり，その約 44% が農地で，それは農地総面積の










感から好まない風がある」(『琉球史料』第 4 集 社会編 1988 年復刻版，p. 311) といわれ，
これが軍用地料の配分法にも反映したのだろうと思われる。
日本復帰後，軍用地料は 31億円から 126億円へと 4倍に引き上げられた。その後も市場価
格とは無関係に引き上げられ，2006 年度には 888億円となった。これが沖縄県においていか
に巨額であるかは，同年度の農林業総生産額 555億円を上回ること，製造業生産額 1496億円
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① 国から自治体へいったん配分された軍用地料は，自治体 (公有地) と地区 (入会地) と
の間で分割されるが，分割割合はそれぞれ自治体によって異なる。その分割割合はそれ
ぞれどのような根拠に基づいているのか。また，それはいつどのように始まったのか。













て軍用地料を受領することとなり (年総額約 4億 5000万円)，個人 (つまりは世帯) にはその
差はあるものの年間 100万円程度の地料が入るという。(熊本博之，環境正義の観点から描き



















































































































35，村 (公有地) が 65 の比率である。
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